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【請 願 趣 旨】 

 近年、相次ぐ大地震や豪雨により、全国各地で甚大な被害が発生しています。２０１

１年３月に発生した東日本大震災では、福島原発事故で避難した人たちは住み慣れた地

に戻る目途すら立っていません。令和6年初頭の能登半島地震の被災地では、地震から

の復旧がままならない状態で豪雨災害が発生し、道路・港湾・水道などのインフラ施設

や住宅の損壊など様々な被害が生じ、地域住民の生活に支障をきたしています。こうし

た被災地域の真の復旧・復興のためには一層の支援が必要です。 

２０２１年に発生した熱海市伊豆山地区の土石流災害は、建設発生土（残土）の違法

な盛り土工事によって引き起こされました。同様の被害を防止するためには、盛土規制

法の改正を含め、発生者責任を明確にする等の法制度の整備が強く求められます。 

地震や豪雨による被害の拡大や復旧・復興の遅れの現状からは、災害への備えや行政

などの公的機関の危機管理体制の脆弱さが浮き彫りになりました。このことは、防災・

減災のための公共インフラ整備と既存施設の適切な維持管理が不可欠であることを示し

ています。 

防災や施設の適切な維持管理のためには、その最前線に立つ建設産業を、その担い手

にふさわしく再生しなければなりません。しかし、低賃金や過酷な長時間労働などの労

働条件の劣悪さから入職者は減少し、産業自体が消滅しかねない重大な危機に陥ってい

ます。現場の担い手の確保に向けた対策を強化することが急務である下で、いわゆる「第

三次・担い手３法」が改正されました。建設産業がその重要な役割を将来にわたって果

たし続けられるようにするために、速やかな施策の実行が求められます。 

私たちは、災害からの復興を最優先とし、国民の安全・安心の願いに応える公共事業

を実現するために、公共事業を防災・生活関連・環境保全優先に転換すること、及び公

正な賃金・労働条件と業者の適正な収入・仕事を確保すること等の施策の実行により、

地域社会を支える建設業ならびに建設産業の再生を図ることを強く求めます。 
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